
5－10 介護保険料設定の弾力化（ボランティア控除）について   

介護保険料設定の弾力化（ボランティア控除）については、10月31日  

の全国介護保険担当課長会議において案をお示しし、保険者の御意見を求め  
ていたところでありますが、いただいた御意見等を踏まえ、今後の対応につ  

いては以下のとおりとすることにいたしましたので、お知らせします。   

保険料の設定方法については、より地域の実情を反映した弾力的な設定  

が可能となるよう見直しを進めているところであり、ボランティア控除の  

提案についても、地域づくりの観点から保険料の設定について創意工夫を  

生かしたいという趣旨の提案であると受け止め、保険料設定の弾力化の一  

環として厚生労働省においても検討し、保険者からの御意見も求めていた  

ところでありますが、本件については、  

（1）実施に賛成の立場から、   

○ 意欲的な保険者の先進的な取組みを可能にするものであり、積極的  

に評価したい。   

○ 元気な高齢者が相互扶助のボランティア活動に参加することにより、  

高齢者の意識改革につながり、介護給付費の増加に歯止めをかける一  

助にもなると考えられ、有意義な制度である。  

等との意見がある一方、  

（2）卿   
○ ボランティア活動に対する対価的性格があり、ボランティア本来の  

意義が薄れるのではないか。   
○ 保険料は所得に応じて設定すべきであり、ボランティアで控除され  

る保険料をボランティアに参加しない者に負担させるのは適当ではな  

い。  

等との意見があり、  

（3）その他、   

○ 保険料設定の基本的なあり方に関することであり、性急に結論を出  

さず検討を重ねるべき。  

等との意見も寄せられております。   

こうした状況を踏まえ、厚生労働省としては、本件に閲し、いただいた  

御意見の論点等について更に検討、整理を進める必要があると判断し、本  

件については、当面、卿年∠り∃1日を施行日とする制度見直し．（政  令改正）働引こつい  
て引き続き検討を進めていくことが必要と判断したので、その旨御了知願  

いたい。  
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5－11養護老人ホームの見直しについて   

養護老人ホームの見直しについては、前回の課長会議で改正すべ  

き事項をお示ししたところであるが、その後の検討状況は以下のと  

おりである。なお、これらの内容には関係省庁と調整を要する事項  
が含まれており、今後変更があり得ることに留意されたい。  

1 措置基準について  

（人員配置に対する考え方）   

現在総務省に対して、次のような各職種の配置基準を前提とした  

地方財政措置を要求しているところ。（別紙の定員規模別職員配置基  

準案参照）  

（1）施設長、事務員、看護職員、栄養士、調理員等、医師  

現行基準と同等数で配置。  

（2）生活相談員  

入所者30人に対し1人の割合で配置。  

うち1人を主任生活相談員とする。  

（3）支援員  

入所者15人に対し1人の割合で配置。  

うち1人を主任支援員とする。  

（業務内容に対する考え方）   

養護老人ホーム固有のサービスの中には介護サービスは含まれな  

いとの整理を行ったことや、ソーシャルワーク機能の強化を図る観  

点から、上記のような職員配置基準の見直しを行うものであるが、「生  

活相談員」及び「支援員」の具体的な業務内容としては、次のよう  

なことを考えている。  

（1）生活相談員  

従来「生活支援員」が担っていた業務を引き続き担うとともに、   

入所者の自立支援のためのソーシャルワーク機能を強化する観点   

から、 次のような業務を行う。   

①入所者の処遇に関する計画の作成   

②入所者又はその家族に対する相談、助言その他の援助   

③入所者の自立のための必要な指導及び援助   

④退所先と地域での支援の確保   

（9社会生活上の便宜の提供  

－137－   



（2）支援員   

「支援員」が行う業務としては、次のような業務を行う。   

①家事援助系サービス  

整理清掃、寝具整理、衣服管理等   

②生活援助系サービス  

余暇活動、問題行動対応、金銭管理、外出支援等   

なお、入所者が施設で生活を営む上で通常必要となるような自立  

支援サービスや軽微な介護サービスについては、必要に応じ、支  

援員の業務として行って差し支えない。  

（設備基準）  

・ 居室の面積要件を3．3r迂以上から、10．65rぱ以上とし、   

現存するものについては経過措置を設ける。  

・ 居室の入所人員は、現在の「原則と1して2人以下」という基   

準から「原則として1人」へと改正する。  

2 措置費について   

以下の考え方の下に総務省に地方財政措置を要求しているところ。  

（新たな加算項目の追加）   

養護老人ホームの入所者が介護保険サービスを利用できることに  

なることに伴い、介護保険サービスと一部重複する従来の加算項目  

を整理する一方、ソーシャルワーク機能の強化や高齢者虐待防止法  

等の成立を踏まえ、以下の新たな加算項目を要求している。   

・障害者等加算   

・ユニットケア加算   

・老人短期入所加算   

・介護サービス利用者負担加算 等  

3 介護ニーズへの対応について   

以下のいずれかの介護保険サービスを利用する。  

① 要介護認定等を受けた入所者が個々の居宅サービス事業所と   

契約を結び、そのサービスを利用する形態  

② 外部サービス利用型の特定施設の仕組みを活用する形態（養   

護老人ホームが特定施設としての指定を受け、要介護認定等を受   

けた入所者と契約を結んだ上で、外部のサービス事業者に訪問介   

護等のサービス提供を委託するもの。）  
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